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遺産を受ける　　　子供の教育
誰に老後を
みてもらうか
｛
家族
公的機関
私的機関
80
ライフサイクル貯蓄仮説というのがある　　遺産を残す
資料：橘木［1989］p．234
　（1）教育期
　幼児期のつぎの時期は教育期である。まず幼稚園（あるいは保育所）での数年問の園児
教育を経牟後，日本では9年間の義務教育を受ける。昨今ではそのあと，おおむね義務教
育化した高校，さらに大学と，高等教育を受けることもごく当たり前になりつつある。そ
の際，進学をするかしないかの選択が，ここでなされる。進学については，その動機に関
してベヅカー，G［1976］のr人的資本理論」が参考になろう。
　人的資本理論の骨子は，人は教育に関する費用と教育から受ける便益の両者に比較考量
し，費用く便益ならば，進学するはずであるという考え方である。人の教育水準を費用・
便益が決定するという見方で，その際，教育水準は教育年数とみなすわけである。
　それでは人的資本理論によってどのようなことがわかったのだろうか。日本でわかって
いることは，教育水準の高い人ほど，企業での昇進確率の高いこと，それに基づく地位の
違いによる賃金格差はかなり存在するということである（窺
　ところで，人は経済的収益のみで教育を受けるのではない。卑近な例を挙げるならば，
配偶者をみつけるのにやはり有利だとか：鈴木（［1992］p，133），隣の治君や薫ちゃんも
大学に進学したから，という動機もたしかに見逃せない。結局のところ，なぜ，またどの
程度の教育を受けるか，ということがまだよくわかっていないというのが確かなところで
ある。
（2）勤労期
いわば就業への準備期間とでもいうべき教育期間一ここに近代教育の本質をイリイチ
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［1977］は見出していることも知っておきたい一を終えて，人は勤労期にはいる。就職
である。その際に重要なことは，どの職業を選択するか，ということである。もちろん，
就職しないという選択もありうる。
　ところで，人はなぜ仕事をするのか，この問に対する経済学の答は，勤労によって金銭
的報酬を得て，生活のための経済的基盤を確立するということであった。しかしながら，
職業の決定は金銭的報酬（賃金）のみで決まるのではない。理想的な組織のためには経済
性のみならず，価値性や納得性が必要なことを示した図7に明らかなように，それが社会
的に価値をもち，やりがいのある仕事だということ，そしてそれに対する評価が納得でき
るか否がということも，きわめて重要なファクターになる。もとより，これらは本人の能
力，教育水準，趣好という主体的要因のほかに，社会が必要とする仕事の種類とその量，
その他諸々の環境（客体）要因によって決定される。
図7　理想的な組織のためのトライアングル
経済性
付加価値 報酬と評価
価値性
（商品・市場）
納得性
（働く人）
創造性
（やりカミヤ、）
資料：今井・塩原・松原〔1988〕p175
　話を戻そう。つぎに，ライフサイクルで重要な意思決定のひとつ，結婚がある。人の一
生は婚姻によって種々の選択肢が発生する。子供を何人つくるかという選択もそのひとつ。
あるいは子供をつくらないという選択もある。その一形態としてD　I　NK　S（共働きで子
供をもたない家庭）一もありうる。子供がいるかいないか，あるいは子供が多いか少ないか
によって，経済的なインパクト，ないしライフスタイルは大いに変わってくる。
　ここで看過しがちなのが，独身を通す人のライフコース研究。今後増える可能性が高い
にもかかわらず，その研究は乏しいのが現状のようである。
　（3〉老後期
　勤労期が終わると，労働から引退という時を迎える。労働期をいつ終えて，いつから自
由の時代に入るか，という選択に迫られるが，ライフサイクルの視点からみてこれも重要
な決定である。
　ところで，何歳で引退するかというのは，すでにライフサイクル仮説を述べた際にふれ
たように，経済的1；大きな意味をもつ。早く引退すれば，それだけ貯蓄を多くしなければ
ならないし，遅く引退すれば，貯蓄は少なくてよい。もうひとつ重要な点を貯蓄との関係
でいうと，死亡時期がいつであるかということがある。引退時期の長さを規定するのは，
引退開始時期と死亡時期の2つである。死亡時期は大半の人にとって不確実性の高いこと
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であるから，引退時期の長さは不確実性を伴う。したがっで必要な貯蓄量も不確実性に依
存するのである。
　引退したあとは，人によって長短の差はあれ，後期老後期そしていよいよ死亡というこ
とになる。ここでだれに老後をみてもらうかという難題が残る。特に病気や寝たきりにな
った場合，親をだれが看るか，問題は切実になってくる：谷村［1995］。
　家族の役割を過大評価できない時代になるのではないか，ましてや若年層が少なくなる
と高齢者を個々で面倒みるには限界がある。公的機関あるいは私的機関でもよいから，社
会全体として高齢者をみるという時代になるのではないか。
　人は選択と決定を重ねながら生きている。個々人が千差万別の選択を，である。当然の
ことながら，選択の責任の多くはその個人に帰する。だからこそ，ライフサイクルの研究
に際して，このような人間のr異質性」を忘れてはならない，と橘木［1989］は言う。
皿　消費構造の現状を探る
　1　この四半世紀における消費構造の動き
　ここ四半世紀余の消費の動きを押さえておくことは，このあとで観察する消費構造の現
状を検討する際に意味をもつ。幸いr家計調査」を基にr国民生活白書平成4年版』は昭
和42年の各費目（10大費目）の支出割合ならびに実質消費額を100とする指数の推移を表
　　　　　　　　　　図8　この25年間の家計構造の推移
　（昭和42年＝100）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（全国・勤労者世帯）
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総務庁r家計調査」により作成。
　ここでいうr支出割合」とは，消費支出に占める割合である。
費目名に続くカッコ内の数字は，昭和42年から平成4年の当該費目の支出割合㊦ゆの推移
を表す。
r国民生活白書』平成4年版
40
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図9　実質消費額の推移：費目別
（昭和42年＝100） （全国・勤労者世帯）
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（備考）1．総務庁r家計調査」およびr消費者物価指数」により作成。
　　2．r実質消費額」は，各年の名目消費支出額等を消費者物価指数で実質化したもの。
　資料：r国民生活白書』平成4年版
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しているのでわれわれもこれを利用しよう：図8と図9。
（1）教育費
多目金額でこの25年間に10大費目中最も高い伸びを示した教育費の支出構成比は5．3％
（平成4年）で，食料費，交通・通信費に次ぐ第3の支出項目になっている。教育費はライ
フステージによって大きく変動する費目であり，このあととくに注意して観察していこう。
（2）教養娯楽費
教養娯楽費の構成比は，過去25年間一一貫して上昇し，平成4年では9・7％になっている。
このような教養娯楽の消費傾向は，消費においてモノからサービスヘのシフトが起こった
ことを示す。
（3）交通・通信費
現在，家計消費支出の中で第2番目の構成比を持つ。交通・通信費は，昭和60年頃まで
は自家用車の普及や自動車免許保有率の高まりを背景とした自動車関係費の増加を主因
に，その構成比は一貫して増加した。
谷　村：学校消費者教育の視点から現代の消費を考える（1〉 77
（4）住居
住居は実質消費額からみてそれほどの伸びはまだないが，ここ10年くらい前からしだい
に増えはじめていることがわかる。
　（5）保健医療費
　保健医療費が消費支出に占める割合は，勤労者家計全体では2．6％であるが，その内訳
をみると長期的な傾向としては受診料等の保健医療サービスに対する支出構成比が減った
分，保健医療用品・器具に対する支出構成比が増加している。また，年齢別にみると，近
年，保健医療費が消費支出に占める割合は，高齢層で大幅に上昇してきており，若年層は
紙おむつ，健康用品等の保健医療用品・器具のウエイトが比較的大きく，健康志向や家事
外部化が支出増の原因となっている。一方，高齢層は医薬品のウエイトが大きく，中堅層
は保健医療サービスのウエイトが小さいと白書は述べている：p．151。
　（6）光熱・水道
　光熱・水道の実質消費額の伸びも素晴らしいものがある：図8。ただその全体の占める
支出割合はいくぶん上下の動きがみられたものの，違いは少ない。
（7）食料費
　食料費の実質支出水準は，この25年間ほとんど変化しておらず，食料の価格が安定して
いたことからエンゲル係数（食料費の全消費支出に占める割合）はほぼ一貫して低下して
きた。
　（8）家具・家事用品
　家具・家事用品は実質消費額の伸びがそれほど大きくなく，全消費支出に占める割合は
かなり低下している。
　（9）被服及び履物
　被服および履物の場合も，家具・家事用品と同じく，全消費支出に占める割合はかなり
低下している。もちろん，実質消費額の落ち込みによるものである。
注
（1）学校消費者教育についてはごく簡単ではあるが，谷村［1993］や谷村［1994］において触れているの
　で参照されたい。
（2）このことを実感したければ，rN　I　C　Eニュースレター』に連載のr消費者教育特講」をみればよい。
　消費者教育の第一人者たちのひとり一人に，各々のr消費者教育論⊥があり，体系や内容のばらつきが
大きすぎて，いまのところ当分，消費者教育学としての体系は望めそうにない，とさえ思えるほどであ
　るQ
（3）経済企画庁総合計画局［1987］に拠る。
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